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－ 会社役員の雇用保険 ― 

 

Ｑ： このたび、当社の従業員を取締役に就任させる

ことになりました。役員に就任すると雇用保険か

ら抜けないといけないそうですが、業務内容は従

前と変わらず、取締役としての業務・報酬はあり

ません。雇用保険に引き続き加入することはでき

ないのでしょうか？ 

 

Ａ： 株式会社等の法人の役員のうち、代表者（代表

取締役等）は雇用保険には加入できず、代表者以

外の役員等についても原則として被保険者とな

りません。 

   しかし、役員登記がされていても名前のみの役

員で、実際には業務内容も賃金も一般の労働者と

変わらないという方も少なくありません。 

   そのため、代表権を有しない取締役で同時に労

働者としての身分を有する場合（兼務役員）、 

  ＊就労実態や報酬支払等の面からみて労働者的

性格が強い 

  ＊就業規則・賃金規定等から他の従業員と同様に

扱われている 

  として、雇用関係が明確に労働者性（指揮命令や

就業実態等）あるとハローワークが認めた場合に

限り、雇用保険の被保険者となります。この場合、

「兼務役員の雇用実態証明書」及び確認資料（就

業規則・登記事項証明書・賃金台帳・雇用契約書

等）の提出が必要です。 

   なお、兼務役員が会社を退職する場合、離職証

明書に記載するのは労働者としての賃金のみで

あり、役員報酬は含まれないので注意が必要です。 

   同じような例として、同居の親族（家族従業員）

の雇用保険加入の場合も、事業主と利益を一にす

る地位にないことなどを確認されます。 

  

最近のニュースから 

  

厚生労働省は改正同一労働同一賃金指針を告示し

た。10 月から適用される。最高裁判決などを踏ま

え、家族手当、転居を伴う配置の変更の有無に応じ

て支給される住宅手当、無事故手当について新たに

明記したほか、いわゆる正社員人材確保論のみを理

由とする非正規労働者と正社員の待遇差が不合理

に当たるおそれがあることや、待遇差を改善する手

段として正社員の待遇を引き下げるのは望ましく

ないことなどを明記した。 

 

 

九州や沖縄、広島、東京など約 50拠点で障害者雇

用ビジネスを展開する業者の仲介を受け企業に直

接雇用された在宅勤務の障害者の通報により、業者

と簡単なやり取りを行うだけで雇用企業から直接

の業務指示もなく、実質的な仕事も与えられず、事

実上放置されているケースが多数あることが発覚

した。労働局が雇用企業の調査を行っており、就労

管理を適切に行うよう指導するとみられる。厚生労

働省は、障害者雇用ビジネスについては多数の問題

提起を受けていて、課題解決に向けた検討を深める

としている。 

 

 

厚生労働省は、労働政策審議会の分科会で、ストレ

スチェックの実施義務を全事業所に拡大する期日

について、2028年４月１日とする案を示し、了承

された。従業員 50人以上の事業所ではすでに義務

化されており、近年のメンタルへルス不調による精

神障害の労災支給決定が増えていることなどを受

け、昨年、従業員 50人未満の事業所にも義務化の

対象を拡大する法改正が行われた。 

2026 年 

8 月号 

同一労働同一賃金指針を改正 

雇用する障害者に業務指示・ 

仕事与えず放置 労働局が調査 

ストレスチェック 50人未満 

事業所は 28年４月から義務化 


